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平成１８年度食育関連事業実績

食育基本法第３章に定める基本的施策
①家庭における食育の推進
②学校、保育所等における食育の推進
③地域における食生活の改善のための取組の推進
④食育推進運動の展開
⑤生産者と消費者との交流の促進、環境と調和のとれた農林漁業の活性化等
⑥食文化の継承のための活動への支援等
⑦食品の安全性、栄養その他の食生活に関する調査、研究、情報の提供及び国際交流の推進

産業経済部：３事業 教育庁：３事業

保健福祉部：２事業【基本的施策①：家庭における食育の推進】
決算額

事業名 事業実施概要 担当課
（当初予算）

地域の実情に応じた食育の事業を展開することによ食育実践地域活
り、食に関する正しい知識の習得等を図った。動支援事業
〔県事業〕
①地域における勉強会・研修会等を通じて、食育の
推進活動に取り組む食育推進ボランティアの育成
・活用を進め、地域特産物や伝統的食文化など各

4,202千円 食産業振興課地域の特性を活かした「食育」の実践に対する支
食産業 商業振興課)援を行った。 （ ）4,499千円 ( ･

・食育の推進を行う民間の食育推進ボランティア
の募集・任命
・食育推進ボランティアに対する講習会・研修会
の開催やその活動の支援

〔市町村事業〕
①親子料理教室の開催、農産物等の栽培・収穫の
体験等の支援
②学校給食への地場産品の提供や地産地消フェア・
地域朝市夕市交流会の開催等の支援

「 」米消費拡大対策 米の消費拡大及び米を中心とした 日本型食生活
事業費 の普及・推進を図るため、次の事業を実施した。

①宮城県米消費拡大推進連絡協議会を開催し、構
成団体代表等から米消費に関する意見を聴取し 1,700千円 農産園芸環境課
た （５月２６日） 1,700千円 （農産園芸課）。 （ ）
②生産団体等と共同で集客型催事「みやぎ米まつ
り」の開催や「親子で考えるごはん教室 「み」、
やぎのお米と食材でつくる料理教室」等を開催
した。

登米の食育「学 登米地域の食文化の保存（継承）や食に関する体
、 、びゲーション」 験学習 地産地消に地域ぐるみで横断的に取り組み

推進事業 健康で安心できる食生活の実践と生産者と消費者が
食で繋がる地域づくりを目指す。 1,500千円 登米地方振興事（ ）
１ 食育推進実行委員会の取り組み事業 務所地方振興部
①食育実行委員会の運営
②登米地域「食育フェア」の開催等
③地域食育推進研修会の開催
２ 田んぼの学校企画実践・支援

はやね・はやお 学力向上を進めるため、家庭に対して「はやね・
き・あさごはん はやおき・あさごはん」といった基本的な生活習慣
推奨運動 の定着を普及するための事業を実施した。

①子どもの生活リズム向上全国フォーラム「はや
ね・はやおき・あさごはん運動のすすめｉｎ宮

、 、 、城｣を開催し ﾌｫｰﾗﾑの中で 協力団体(NPO､JA
宮城県牛乳普及協会、宮城県漁連、宮城大学食
産業学部、宮城学院女子大学食品栄養学科、明
成高校調理科）が食生活改善のための実践活動 非予算的手法 教育企画室
を行った。
②県内全小中高校、関係教育機関に「はやね・は
やおき・あさごはん推奨運動」リーフレットを
配布し、食生活を含めた規則正しい生活習慣確
立を啓発した他、教育委員会広報誌プラネット
など各種広報媒体を通じた広報活動を行った。
③教育庁内関係課室で調整し、学校を通した働き
かけ、地域団体や市町村教育委員会を通した働
きかけを協力して行った。
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家庭教育子育て ・すこやか子育てテレホン相談(子育てに関する相
支援推進事業 談の中で、食に関する相談にあたっては、保健士

を紹介する。)
・相談内容では食事に関するものが２５件、生活習
慣に関するものが５１件寄せられている。 2,107千円 生涯学習課
・子育てサポーター養成講座(子育て支援者養成の (2,260千円)
ための講座の中に「基本的な生活習慣の定着」の
大切さに関した内容を盛り込む)→・講座は５日
間２５時間程度の研修と１５時間の実習を行う。
修了生はＨ１８、３９名 「はやね、はやおき、。
あさごはん」の推奨運動

家庭教育支援総 ・各市町村等で行われている家庭教育推進事業の中
合推進事業 で、健全な食習慣の確立の大切さ等について親が 22,021千円 生涯学習課

。 （ ）(国委託事業) 学習する機会を提供する ・再委託先市町村での 22,023千円
職に関する講座数は14市町村30講座実施されてい
る。

地域人権啓発活 子育てに負担感を抱く母親や、その指導に当たる
動活性化事業 職員を対象に離乳食やおやつなどが子どもの体と心 1,080千円 子ども家庭課

に与える影響を講演するとともに、簡単な作り方を （663千円）
実演した （柴田町、国際センター）。

食生活改善普及 みやぎ２１健康プランの目標値を達成するため、
事業 栄養・食生活について、誰でもわかりやすく実践に

つながるような方法を示しながら、その普及と実践 525千円 健康推進課
のための講習会等を開催した。 （532千円） （健康対策課）
＊「みやぎ21健康プラン」テーマ別講習会
県内 36地区（全市町村）
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産業経済部：６事業【基本的施策②：学校、保育所等における食育の推進】
教 育 庁：12事業

決算額
事業名 事業実施概要 担当課（当初予算）

学校給食地場野 県内各地域で生産・加工される食材の学校給食に
菜等利用拡大事 おける利用拡大を図り、地域産業への理解を深めて
業 もらうとともに、食育の充実による児童生徒の豊か

な人間形成を図るもの。特に、野菜等の学校給食に
おける継続的な利用推進のための供給システムの確
立を図った。
①各圏域別に、地場産野菜等供給システムの確立
・野菜供給体制構築に係る推進会議・検討会を 2,378千円 農産園芸環境課
開催 2,700千円 （農産園芸課）（ ）
・小・中学校等で伝統料理教室等を開催
・地場野菜等の利用拡大のための普及啓発
②給食週間を拡大し、11月を「月間」とした。
・ すくすくみやぎっ子 みやぎのふるさと食「
材月間」と定め、給食での地域食材の利用を
推進した。
・食材月間の一環として 「味覚の教室」を、
七ヶ浜町及び旧迫町の小学校で開催した。

宮城米学校給食 みやぎ米飯学校給食支援方式（H17.4.1施行）に
実施事業 よる米飯学校給食の全県導入を通じて 「日本型食、

生活」の普及・拡大を図るため 「宮城県学校給食、
普及拡大推進委員会 （委員長：宮城県農業協同組 0千円 農産園芸環境課」
合中央会会長 副委員長：宮城県産業経済部農林水 1,000千円 （農産園芸課）（ ）
産局長）を中心に県産米の確保、さらには負担軽減
等総合的かつ効果的な推進を図った。なお、提供米
穀の価格高騰がなかったことから、掛かり増し経費
に対する県の負担はなかった。

学校給食用牛乳 宮城県牛乳協会が行う本事業((独)農畜産業振興
供給事業 機構より定額助成）の推進、指導 －

①牧場・乳業ふれあい支援事業
・牧場体験 農畜産業振興 畜産課
②学校給食用牛乳普及啓発促進事業 機構より定額
・学習教材の作成・配布 県内各小中学校対象 助成（ 、
延べ２６２千部）
・保護者等による乳業工場視察

食育推進のため 人の食習慣は若年時からの食体験に大きく影響さ
の製品開発及び れることから、学校給食等において地域食材を利用
ブランド化構成 し、その食材に関するあらゆる情報を付加し提供す
要素の調査研究 ることにより、若年層からの地域水産物への理解を

促すとともに、伝統的食文化の継承を図りつつ、将
来的購買層の獲得に結びつけることを目的として、 895千円 水産加工研究所
本年度は下記の項目について調査検討した。 （895千円）
・給食用食材としての素材、形状、加工度、流通
形態等の把握
・学校給食における食育推進の問題点の把握
・地域水産物及び伝統調理法の選択及び掘り起し
・地域水産物及び伝統調理法における問題点の把
握及び改善の検討

登米の食育「学 登米地域の食文化の保存（継承）や食に関する体
、 、びゲーション」 験学習 地産地消に地域ぐるみで横断的に取り組み

推進事業 健康で安心できる食生活の実践と生産者と消費者が
食で繋がる地域づくりを目指す。 登米地方振興事
１ 食育推進実行委員会の取り組み事業 1,500千円 務所地方振興部（ ）
①食育実行委員会の運営
②登米地域「食育フェア」の開催等
③地域食育推進研修会の開催

【再掲】 ２ 田んぼの学校企画実践・支援

｢海・山・田ん 石巻地域の豊かなフィールド（海・山・田んぼ）
ぼの学校」支援 を活用して小中学生や希望者を対象に各種学習講座
事業 を開催するもの。

・海：ノリ・ワカメ等の養殖漁業体験希望者に対し
受け入れ先の仲介を行うとともに、種苗の確保
・育成方法・養殖方法等の学習会を行う。

・山：管内の小中学生を対象に、森林・林業体験教 非予算的手法 石巻地方振興事
室を開催するもの。主な内容としては、樹木の 務所
植栽、きのこの植菌・栽培、炭焼きなど。

・田んぼ：管内の小中学生を対象に、農林業への理
解と関心を深めるために学習講座を開催するも
の。担当職員が学校に出向き、授業時間のほか
休日を利用して実際に地域の田んぼや水路に出
て生息している生物の調査等を行う。
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はやね・はやお 学力向上を進めるため、家庭に対して「はやね・
き・あさごはん はやおき・あさごはん」といった基本的な生活習慣
推奨運動 の定着を普及するための事業を実施した。

①子どもの生活リズム向上全国フォーラム「はや
ね・はやおき・あさごはん運動のすすめｉｎ宮

、 、 、城｣を開催し ﾌｫｰﾗﾑの中で 協力団体(NPO､JA
宮城県牛乳普及協会、宮城県漁連、宮城大学食
産業学部、宮城学院女子大学食品栄養学科、明
成高校調理科）が食生活改善のための実践活動 非予算的手法 教育企画室
を行った。
②県内全小中高校、関係教育機関に「はやね・は
やおき・あさごはん推奨運動」リーフレットを
配布し、食生活を含めた規則正しい生活習慣確
立を啓発した他、教育委員会広報誌プラネット
など各種広報媒体を通じた広報活動を行った。
③教育庁内関係課室で調整し、学校を通した働き
かけ、地域団体や市町村教育委員会を通した働

【再掲】 きかけを協力して行った。

学校栄養職員研 学校栄養職員等は学校給食や児童生徒の食に関す
修事業 る様々な課題に対応することが求められていること

などから、研修により資質の向上を図るもの。
・新規採用学校栄養職員研修会 1,030千円 教職員課

（ ）・５年経験者研修会 1,726千円
・１０年経験者研修会
・食に関する指導者養成研修
・栄養職員研修会

栄養教諭の採用 子供たちの望ましい食習慣の形成際し食に関する
指導に当たらせることができるよう、栄養教諭制度 － 教職員課
を導入した。(９名合格、平成19年度に９名を配置)

学校給食管理指 学校給食における衛生管理、栄養管理、地場産地
導事業 物利用、食に関する指導等の推進、充実を図る。 406千円 スポーツ健康課

・栄養教諭・学校栄養職員等の研修会・講習会へ （464千円）
の派遣等

夜間定時制高等 夜間定時制課程を置く高等学校で働きながら学ぶ
学校夜食実施事 青少年の心身の健全な発達に資するため、夜間給食 8,878千円
業 を実施する。 9,770千円 スポーツ健康課（ ）

・完全給食６校、補食給食６校で実施

学校給食推進事 県立中学校において、要保護及び準要保護生徒に 23千円
業 対して学校給食費を扶助し、学校給食の推進を図る （50千円） スポーツ健康課

もの。

特殊学校給食実 県立特殊教育諸学校において児童・生徒の心身の
施事業 健全な発達に資するため学校給食を実施する。 7,903千円 スポーツ健康課

（ ， ）・１５校で完全給食を実施 8 783千円

学校保健研修事 教職員を対象とした研修を実施し、教職員の資質
業 向上及び学校保健の充実を図る。 457千円 スポーツ健康課

・学校保健研修会の開催 （618千円）
・宮城県学校保健・安全研究大会の開催

（ ）食に関する指導 学校給食をとおした栄養教諭 又は学校栄養職員
研究推進事業 が行う食に関する指導の充実を図るため、指導資料 810千円 スポーツ健康課

の作成や実践研究を行い、もって各学校（小・中学 （839千円）
校）における円滑な教育指導の推進に資する。

栄養教諭を中核 栄養教諭が中核となって、家庭や地域の団体(PTA
とした学校・家 ・生産者団体・栄養士会等）等と連携・協力した食
庭・地域の連携 育の取組を行うとともに、家庭に対する効果的な働 国委嘱事業 スポーツ健康課
による食育推進 きかけの方策等について実践的な調査研究を行い、
事業 それらの成果の普及を図ることにより、食育の推進

を図る。

児童生徒の生活 食生活をはじめとする生活習慣や健康等に関する
習慣と健康等に 指導が、子どもの心身の健康の改善や学ぶ意欲の向 国委嘱事業 スポーツ健康課
関する実践調査 上等にどのような影響を及ぼすかなどについて、実
研究事業 証的に調査研究を行い、その成果の普及を図ること

により、食育の推進を図る。
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地域に根ざした 学校と生産者等の関係者の連携協力のもと、学校
学校給食推進事 給食において地場産物や米飯を積極的に取り入れ、
業 これらを生きた教材として食に関する指導において 国委嘱事業 スポーツ健康課

活用していくための方策等について実践的な調査研
究を行い、その成果の普及を図ることにより、食育
の推進を図る。
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【基本的施策③：地域における食生活の改善のための取組の推進】

産業経済部：２事業
保健福祉部：４事業

決算額事業名 事業実施概要 担当課
（当初予算）

機能性食品等開 生活者の健康増進、ＱＯＬ向上をキーワードに、
発普及支援事業 食材の機能成分を活用した疾病予防食品（糖尿病予

） （ ） 、防食品 ・介護食品 嚥下食 の開発普及を支援し
他県に先駆けて新たな食品分野の確立を目指す。
①抗糖化食品開発支援
東北大学農学部の研究シーズ（糖化リン脂質
の定量法）を活用し、大学と連携し食材の脂質 1,970千円 新産業振興課

（ ）成分の探求、機能性評価法の確立等の研究を行 2,000千円
うとともに、関連企業との糖尿病予防食品等開
発研究会を開催し技術移転を図った。
②嚥下食品開発・普及支援
介護現場のニーズに応じた製品開発・普及展
開を図るため医療福祉関係者、製品開発企業等
による嚥下食普及連携会議を開催し新製品開発
に向けた試作品の検討や事業化のための普及戦
略の構築を推進した。

登米の食育「学 登米地域の食文化の保存（継承）や食に関する体
、 、びゲーション」 験学習 地産地消に地域ぐるみで横断的に取り組み

推進事業 健康で安心できる食生活の実践と生産者と消費者が
食で繋がる地域づくりを目指す。
１ 食育推進実行委員会の取り組み事業 1,500千円 登米地方振興事（ ）
①食育実行委員会の運営 務所地方振興部
②登米地域「食育フェア」の開催等
③地域食育推進研修会の開催

【再掲】 ２ 田んぼの学校企画実践・支援

母子保健指導者 県内市町村及び医療機関等の母子保健に従事する
研修会 者の資質向上のため研修会を実施する。特に、本年 5千円

度は本年２月に発表された国の「妊産婦のための食 （168千円） 子ども家庭課
生活指針」をもとに、妊産婦の食事をテーマに研修
会を実施した。

食生活改善普及 みやぎ２１健康プランの目標値を達成するため、
事業 栄養・食生活について、誰でもわかりやすく実践に

つながるような方法を示しながら、その普及と実践 525千円 健康推進課
のための講習会等を開催した。 （532千円） （健康対策課）
＊「みやぎ21健康プラン」テーマ別講習会

【再掲】 県内 36地区（全市町村）

みやぎの脳卒中 脳卒中のリスクの高いﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑが多い30、
予防のための食 40代をﾀｰｹﾞｯﾄに、脳卒中予防のための食生活の具体
育推進事業 的実践方法の普及を行う。併せて、これら世代の利

用が多い事業所給食や弁当への脳卒中予防食の普及
を図るため、推進方策を検討し、作成を行った。
①ヘルシーランチ推進事業
中食や事業所給食等へ普及等栄養情報の提供を
推進するため、関係団体等と連携しながら、働き
盛り世代向け脳卒中予防食事ﾒﾆｭｰを作成した。
・検討会 ２回、 4,157千円 健康推進課
・事業所用ﾒﾆｭｰ、ｺﾝﾋﾞﾆ用ﾒﾆｭｰの作成 4,157千円 （健康対策課）（ ）
②食事ﾊﾞﾗﾝｽｶﾞｲﾄﾞを活用した「脳卒中予防のため
の食生活ｶﾞｲﾄﾞ」の作成
健診の事後指導、食生活相談等での活用及び普
及活動を行うため、１を活用した食事ﾊﾞﾗﾝｽｶﾞｲﾄﾞ
みやぎ版を作成した。
・食事ﾊﾞﾗﾝｽｶﾞｲﾄﾞみやぎ版（脳卒中予防のための
食生活ｶﾞｲﾄﾞ）の作成
・事業所版食事ﾊﾞﾗﾝｽｶﾞｲﾄﾞﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸの作成

地域栄養管理対 県民が健康的な食生活を送ることができるよう
策事業 「健康づくりサポート・おもてなしの店」の普及や 1,221千円 健康推進課

食品表示の適正化指導など食環境の整備を行い、併 1,351千円 （健康対策課）（ ）
せて、専門的栄養指導、食生活改善推進員の育成、
市町村への技術支援等を行った。
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産業経済部：４事業【基本的施策④：食育推進運動の展開】
保健福祉部：１事業

決算額
事業名 事業実施概要 担当課（当初予算）

地域の実情に応じた食育の事業を展開することによ食育実践地域活
り、食に関する正しい知識の習得等を図った。動支援事業
〔県事業〕
①地域における勉強会・研修会等を通じて、食育の
推進活動に取り組む食育推進ボランティアの育成
・活用を進め、地域特産物や伝統的食文化など各
地域の特性を活かした「食育」の実践に対する支

4,202千円 食産業振興課援を行った。
食産業 商業振興課)・食育の推進を行う民間の食育推進ボランティアの （ ）4,499千円 ( ･

募集・任命
・食育推進ボランティアに対する講習会・研修会の
開催やその活動の支援

〔市町村事業〕
①親子料理教室の開催、農産物等の栽培・収穫の
体験等の支援
②学校給食への地場産品の提供や地産地消フェア・
地域朝市夕市交流会の開催等の支援【再掲】

学校給食地場野 県内各地域で生産・加工される食材の学校給食に
菜等利用拡大事 おける利用拡大を図り、地域産業への理解を深めて
業 もらうとともに、食育の充実による児童生徒の豊か

な人間形成を図るもの。特に、野菜等の学校給食に
おける継続的な利用推進のための供給システムの確
立を図った。
①各圏域別に、地場産野菜等供給システムの確立
・野菜供給体制構築に係る推進会議・検討会を
開催 2,378千円 農産園芸環境課
・小・中学校等で伝統料理教室等を開催 2,700千円 （農産園芸課）（ ）
・地場野菜等の利用拡大のための普及啓発
②給食週間を拡大し、11月を「月間」とした。
・ すくすくみやぎっ子 みやぎのふるさと食「
材月間」と定め、給食での地域食材の利用を
推進した。
・食材月間の一環として 「味覚の教室」を、

再掲 七ヶ浜町及び旧迫町の小学校で開催した。【 】

食育連携支援事 「宮城県食育推進プラン」を踏まえ、地域の実効
業 的な食育推進運動の進展を図った。 590千円 石巻地方振興事

① 食育フォーラム等の開催（３回） （694千円） 務所地方振興部
② 食育推進資料の作成・配付

石巻地域の食育 食育基本法及び国・県の食育推進プラン等に基づ
推進支援 く地域の食育推進活動が実効あるものとするため、

食育フォーラムの共催等を通じて、地域内の県市町 非予算的手法 石巻地方振興事
の教育・福祉・農政等関係部署が連携を取りなが 務所
ら、食育に対する認識を共有し、各部門の活動を相
互に支援する体制を構築した。

食育推進事業 食育基本法の制定に伴い、本県における食育の推
進を図るため、食育推進会議を設置し、食育推進計
画を策定した。また、食育の理解、普及及び推進の
ための事業を実施した。
①食育推進会議設置
食育推進に関連する有識者、関係団体等20名
で構成する宮城県食育推進会議を平成18年
４月２５日に設置し、会議を５回開催した。

②食育推進基本計画の策定
宮城県食育推進計画を策定した。
（平成18年11月20日）
計画策定に当たっては、公聴会等を開催し、 3,795千円 健康推進課
広く県民の意見を反映した。 4,000千円 （健康対策課）（ ）
（地方懇談会：３カ所、パブリックコメント：
１ヶ月間）
③食育啓発普及事業の実施
食育についての理解を深め相互理解を促進す
るため、県内各地において食育関係者等を対象
とした研修会を開催し、食育の普及定着を図っ
た。
・みやぎまるごとフェスティバルへの参加
・日本健康科学学会における特別講演会の開
催（ 食べる力を創造する ）「 」
・宮城県食育推進プラン説明会（７圏域）



- 8 -

【基本的施策⑤： 】生産者と消費者との交流の促進、環境と調和のとれた農林漁業の活性化等
（産業経済部：24事業 環境生活部：１事業 企画部：１事業）

決算額
事業名 事業実施概要 担当課（当初予算）

地域の実情に応じた食育の事業を展開することによ食育実践地域活
り、食に関する正しい知識の習得等を図った。動支援事業
〔県事業〕
①地域における勉強会・研修会等を通じて、食育の
推進活動に取り組む食育推進ボランティアの育成
・活用を進め、地域特産物や伝統的食文化など各

4,202千円 食産業振興課地域の特性を活かした「食育」の実践に対する支
食産業 商業振興課)援を行った。 （ ）4,499千円 ( ･

・食育の推進を行う民間の食育推進ボランティアの
募集・任命
・食育推進ボランティアに対する講習会・研修会の
開催やその活動の支援

〔市町村事業〕
①親子料理教室の開催、農産物等の栽培・収穫の
体験等の支援
②学校給食への地場産品の提供や地産地消フェア・
地域朝市夕市交流会の開催等の支援【 】再掲

食材王国みやぎ 本県の豊富で優れた食材を首都圏等に発信し 食、「
総合推進事業 材王国みやぎ」の確立を図るとともに、地元外食事

業者の高付加価値化を推進することにより、その競
争力の向上と地元外食産業の振興に努めた。
①「食材王国みやぎ」フェアの開催
首都圏等の有名ホテルにおいて本県産食材を
使用した「食材王国みやぎ」フェアを開催する
ことにより、ホテルの持つ「高級感イメージ」

「 」 、や有名シェフの 料理 という付加価値を付け
本県産食材の特徴を最大限に引き出し、宮城の
豊富な食材をＰＲした。
②みやぎ食材出会いの旅
首都圏で展開するスーパーマーケット、ホテ
ル等で、本県産食材の使用を検討している担当 8,043千円 食産業振興課
者、調理人等を本県の生産現場に招聘し、生産 9,644千円 （ ･ ）（ ） 食産業 商業振興課
者等と直接対話することで、より一層本県の食
材を理解してもらい販路拡大のインセンティブ
とした。
③みやぎの食材マーケティング推進事業
食材等の「評価」を正確に把握することで、
より的確な販売戦略を構
築し、さらに、その「評価」を生産に反映さ
せるマーケットイン型の生産活動に結びつけ、
生産側とのミスマッチの解消を努めた。
④みやぎの外食産業支援
消費者のニーズに応え、満足度の向上に努め
る優良な地元外食事業者を支援することにより
その質の確保と集客力の向上を努めた。

「食材王国みや 県内の食関連事業の振興に資するため 「食材王、
ぎ」情報発信事 国みやぎ の確立を目指し これまでに構築した 食 1,995千円 食産業振興課」 、 「
業 材王国みやぎHP 「みやぎ産業情報支援サイト」及 2,100千円 （ ･ ）」、 （ ） 食産業 商業振興課

び「みやぎの”食”のe-shop」の効率的・効果的な
運営と情報発信力の充実・強化に努めた。

食品リサイクル 食品関連事業者や資源再生事業者、各市町村等が
支援事業 連携を取りながら、食品廃棄物の再生利用を促進す

るため、関係者を対象として、法制度及び再生利用
に関する技術等について普及啓発を行い、循環型社 109千円 食産業振興課
会構築に向けた動きを促進した。 1,166千円 （ ･ ）（ ） 食産業 商業振興課
①食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律
(食品リサイクル法)普及啓蒙事業
・食品リサイクルシンポジウムの開催
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新世代アグリビ 新たにｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈｽに取り組むﾏｰｹｯﾄｲﾝ型の優れた人
ジネス総合推進 材や企業を育成するほか、食関連産業が相互に連携
事業 した食品産業ｸﾗｽﾀｰの構築等を推進した。

①新世代アグリビジネス創出事業
・ｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈｽ推進体制の整備
ｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈｽ経営体現地指導、ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ
等の推進
ｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈｽ起業家育成講座の開催
ｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈｽ実践経営塾の開催 20,442千円 食産業振興課
ｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈｽ支援関連機関連携会議の開催 20,957千円 （ ･ ）（ ） 食産業 商業振興課

②農作物直売ビジネス新展開推進事業
・農作物直売ビジネス次世代リーダー育成講座
・野菜ソムリエ育成活用事業(ﾍﾞｼﾞﾀﾌﾞﾙ＆ﾌﾙｰ
ﾂﾏｲｽﾀｰ資格
取得支援）
・農作物直売ﾋﾞｼﾞﾈｽ新展開ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ開催等
③フードシステム連携構築推進事業
・食料産業クラスター推進事業
・地域フードシステム連携推進事業

地域特産品認証 消費者ニーズの多様化・高度化に対応し、県内で
事業 生産された良質な農林水産物を主原料とした地域特

産品について公的な認証を行うことにより、消費者
の信頼を高め、正確で分かりやすい食品情報の提供
に努め、差別化商品の創出による農林水産業及び食
品産業の振興を図った。 847千円 食産業振興課
・地域特産品基準策定 （984千円） （ ･ ）食産業 商業振興課
新たな地域特産品の認証基準策定
認証基準に適合した食品の認証

・認証品の普及
認証制度の普及、啓発資料の作成・配布、

認証食品フェアの開催
流通している特別表示食品の実態調査

宮城米広報宣伝 「売れる米づくり」推進に向けて、宮城米マーケティン
食産業振興課事業 グ推進機構が実施する宮城米のイメージアップ、販売 12,205千円
（ ･ ）及び消費拡大のための広報宣伝事業を支援し、宮城 （18,000千円） 食産業 商業振興課

米の普及拡大と評価向上を図った。

みやぎの園芸ブ 消費者の求める「安全・安心」な青果物を提供し、県
ランドパワーアッ 産青果物の評価と信頼性を向上させるため、行政機

食産業振興課プ推進事業 関、生産出荷団体、市場関係者、消費者団体等で組織 ９８６千円
（ ･ ）する「宮城県園芸作物ブランド化推進協議会」が中心と （1,000千円） 食産業 商業振興課

なり、県内をはじめ、京浜地区や札幌等の大消費地に
おいて本県産青果物の消費宣伝会、産地と消費者の
交流会等情報の発信・収集を行なった。

みやぎの水産物 市場流通関係者や生産者団体が「高品質」「高鮮度」
トップブランド形 「安全」「安心」を前面に打ち出しながら、戦略的なマー
成事業 ケティング活動を展開し、本県の主要な養殖水産物を

食産業振興課中心に、主要購買層である主婦を中心とした地元サポ ４，３８１千円
（ ･ ）ーターの拡大、主要産地と連携した全国規模のイベント （5,100千円） 食産業 商業振興課

開催など、パブリシティ効果等も見込めるコマーシャル
やマーケティング活動を実施し、総合的な本県水産物
への注目度の高まり、ブランド化の確立や販路の拡大
を努めた。

山の幸振興総合 需要拡大推進事業：特用林産物を通じ、生産者と
対策事業 消費者の交流を促進するためのイベント等の開催・

参加及び生産物の品質向上を目的とした品評会を開 農産園芸環境課２，６５８千円
催した。 （農産園芸課）

（山の幸振興＜主催事業＞
総合対策事業①第39回宮城県乾椎茸品評会
全体事業費②きのこ栽培講座
２，７５５千円）③特用林産物普及ｲﾍﾞﾝﾄ参加(数回)

④きのこ料理講習会

公共牧場等有効 (社)宮城県畜産協会が行う本事業((社)中央畜産会
利活用支援・交 より定額助成）の推進、指導
流推進事業(地 ＜事業内容＞ －
域畜産ふれあい ①地域畜産ふれあい体験交流等普及啓発事業
体験交流推進事 ・地域交流協議会の設置 (社)中央畜産 畜産課
業） ・畜産ふれあい体験交流会の開催 会より定額助

・畜産加工調理体験教室の開催 成
②地域畜産ふれあい体験交流情報提供体制整備事
業
・地域情報の収集及びHPでの発信
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環境にやさしい 信頼性の高い特別栽培農産物（農薬や化学肥料を
農業定着促進事 一切使用しない栽培など、一定の要件を満たして生
業 産された）を供給するため 「みやぎの環境にやさ、

しい農産物認証表示制度」を運営し、認証農産物の
適正な流通を図った。 7,953千円 農産園芸環境課
・生産登録、現地確認及び認証登録等の実施、運 8,074千円 （農業振興課）（ ）
営委員会の開催
・制度の周知を図るため、パンフレット等の普及
啓発資料を作成・配布
・生産者、流通業者及び消費者相互の意見を収集

安全・安心サポ 食と農に関する相談に応える体制を整備するとと
ート普及活動推 もに、生活者ニーズに応じた農産物を生産するため
進事業 の新技術の導入及び生産情報開示システムの構築支

援等により 「食と農の県民条例基本計画」がめざ、
している生産者と生活者との間の信頼関係確立と、
安全・安心な農産物の供給を図った。
○個別経営体、生産組織、ＪＡ各種部会、直売組織
等の安全な農産物生 産と、生活者の農産物に対 1,464千円 農業振興課

、（ ）する安心を得るｼｽﾃﾑ作りをｻﾎﾟｰﾄすることにより 1,689千円
。生活者ﾆｰｽﾞを踏まえたﾏｰｹｯﾄｲﾝ型農業を支援した

・生産者と生活者等とのﾈｯﾄﾜｰｸづくり
、 ）(｢地域の食と農の相談窓口｣設置 交流会開催等

・農産物に対する量販店・生活者のﾆｰｽﾞ把握
・生活者ﾆｰｽﾞを踏まえた安全な農産物生産技術の
普及
・安心ｼｽﾃﾑ構築支援
(栽培履歴記帳や販売手法支援、ﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨ研修会
開催等）

「 」みやぎおさかな 本県を代表する旬の水産物を おさかな１２つき
１２つき提供事 として選定し、これらを県民や観光客等に提供でき
業 る場所（小売店・飲食店など）を創出・ＰＲするこ

とで、県産水産物に対する県民理解の向上、地産地
消の推進及び水産物や水産業に対するサポーターの
拡大を図る。 594千円 水産業振興課
①みやぎおさかな１２つきネットワーク構築事業 1,000千円 （漁業振興課）（ ）
「おさかな１２つき」を産地から消費者に提供
できる仕組みづくり
②みやぎおさかな１２つき提供店推奨事業
「おさかな１２つき」を提供する「まちなかの
身近な場所」の推奨、ＰＲ

グリーン・ツー 市町村等が実施するｸﾞﾘｰﾝ･ﾂｰﾘｽﾞﾑ活動への助言指
リズム促進支援 導、ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣、民間主導の協議会運営支援に
事業 より、ｸﾞﾘｰﾝ･ﾂｰﾘｽﾞﾑ活動の発展に努めた。 4,908千円 農村振興課

宮城県ｸﾞﾘｰﾝ･ﾂｰﾘｽﾞﾑ推進協議会が運営するｸﾞﾘｰﾝ･ 6,000千円 （むらづくり推（ ）
ﾂｰﾘｽﾞﾑに関する情報受発信ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの運営支援を通 進課）
じて、生産者と消費者との交流を促進した。

食べらinみやぎ 県産食材を使った創作料理のコンテストを実施
事業 し、意欲ある食産業人の育成を図った。また、創作

料理と食材のＰＲ ”食材王国みやぎ”の取り組み、
を全国に発信し、本県の食に関する取組みの認知度
を高めるとともに 県産食材の需要の喚起を図った 2,520千円 農業振興課、 。
・みやぎの食材を使った創作料理のコンテスト 2,660千円 （産業人材育成（ ）
「若手料理人甲子園」の実施 応募１６８作品 課）
・飲食業を対象としたコンテスト入賞作品の内覧
会の実施 １回
・ホテル旅館等が主体的に実施する入賞作品等の
賞味会への支援 受講者３人

子ども農業体験 地域における農業・農村への理解と農業後継者の
学習推進事業 確保のため、小中学校における農業体験学習への取

り組みを支援した。 1,095千円 農業振興課
・農業体験モデル校における体験活動への支援 1,369千円 （産業人材育成（ ）
３校 課）

・教職員を対象にした農業セミナーの開催
受講者 ３８人

仙台地域食材PR 仙台伝統野菜等これから普及拡大したい食材につ
事業 いて、事務所ＨＰに掲載しＰＲを行った。また、調

理師団体が定期的に発行する機関誌に食材情報を同
封し、食材の取引拡大を支援した。さらに、仙台地
域のうまいものフェア（県庁１階）で展示即売会を 非予算的手法 仙台地方振興事
実施した。 務所
①事務所ＨＰ上でのＰＲ：３回 １５食材
②調理師団体への食材情報の発信：４団体

のべ送付回数 １１回
③食材の取引拡大支援：２カ所
（品目：パプリカ、ホワイトアスパラガス）



- 11 -

大崎地域の地産 大崎地域の農林畜産物及びその加工品について、
地消推進事業 毎月１回第4木曜日に合同庁舎１階ロビーでパネル 非予算的手法 大崎地方振興事

等により展示紹介するとともに、即売会を開催し、 務所
地産地消に役立てた。

おおさき食育フ ｢地域の健康は、食育を知ることから始まる」を
ォーラムの開催 テーマに大崎地域で「食」や「健康」に携わる県民 48千円 大崎地方振興事

140人が参加したおおさき食育フォーラムを開催し 務所
た。(平成18年11月24日)

栗原合同庁舎つ 毎月１回、月末の金曜日に合同庁舎１階の県民ロ
きまつ金曜市の ビーを開放し 地域の地場産品の販売する市を開催 非予算的手法 栗原地方振興事、 。
開催 地元の生産者や加工連等が自ら活動を推進していけ 務所

るよう地産地消の拡大を図った。

登米の食育「学 登米地域の食文化の保存（継承）や食に関する体
、 、びゲーション」 験学習 地産地消に地域ぐるみで横断的に取り組み

推進事業 健康で安心できる食生活の実践と生産者と消費者が
食で繋がる地域づくりを目指す。 1,500千円 登米地方振興事（ ）
１ 食育推進実行委員会の取り組み事業 務所地方振興部
①食育実行委員会の運営
②登米地域「食育フェア」の開催等
③地域食育推進研修会の開催

【再掲】 ２ 田んぼの学校企画実践・支援

｢海・山・田ん 石巻地域の豊かなフィールド（海・山・田んぼ）
ぼの学校」支援 を活用して小中学生や希望者を対象に各種学習講座
事業 を開催するもの。

・海：ノリ・ワカメ等の養殖漁業体験希望者に対し
受け入れ先の仲介を行うとともに、種苗の確保
・育成方法・養殖方法等の学習会を行う。

・山：管内の小中学生を対象に、森林・林業体験教 非予算的手法 石巻地方振興事
室を開催するもの。主な内容としては、樹木の 務所
植栽、きのこの植菌・栽培、炭焼きなど。

・田んぼ：管内の小中学生を対象に、農林業への理
解と関心を深めるために学習講座を開催するも
の。担当職員が学校に出向き、授業時間のほか
休日を利用して実際に地域の田んぼや水路に出

【再掲】 て生息している生物の調査等を行う。

県産食材を用い 資源豊かな県産食材を活用し、栄養機能性や適切 産業技術総合セ
た高齢者向け食 な食品物性を付与した高齢者向け食品、特に咀嚼・ ンター食品バイ
品の開発 嚥下困難者用食品を開発した。 2,138千円 オ技術部

（ ）・県内農産物を用いた高齢者向け食品の開発 1,986千円
・魚肉を用いた高齢者向け食品の開発 水産加工研究所

みやぎ食の安全 「安全で安心できる食」の実現を目指し、食の安全
安心県民総参加 安心確保対策が、持続的かつ着実に図られるよう消
運動 費者、生産者、事業者、行政の協働した取組として

｢みやぎ食の安全安心県民総参加運動｣を推進した。
(1) 食の安全安心消費者モニター制度事業
食の安全安心について関心がある者を消費者ﾓﾆ
ﾀｰとして登録した（平成18年度末現在426人 。）

。研修会(3回)及びｱﾝｹｰﾄ調査(4回)等を実施した
(2) 食の安全安心取組宣言事業 7,571千円 食と暮らし安全
事業者、生産者自らによる取組宣言の推進を図 8,313千円 推進課（ ）
った(平成18年度末現在2,670事業者、65,721生産
者)
宣言者に係る自主検査の実施を支援した。

(3) 食の安全安心総合情報提供事業
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞにおいて、食の安全安心取組宣言者の
取組状況など、食の安全安心に関する情報提供を
行った。
(4) 食の安全安心相互交流理解度アップ事業
県、市町村、関係機関、消費者、生産者等によ
る地方懇談会（６回）を開催した。

交流人口拡大モ みやぎエコ・リゾート推進協議会において、地域
デル事業 団体等の活動を支援する。

本事業は、栗駒・船形リゾート地域の振興を目的
とし、地域団体等が行う、リゾート地域における交
流人口の拡大に資する活動について、協議会が経費 500千円
の一部を助成するもの。具体的には、地域資源（自 （500千円） 地域振興課
然・食・文化など）を活用した、都市農村交流の活
動などが対象。
（みやぎエコ・リゾート推進協議会）
宮城県及びﾘｿﾞｰﾄ地域関係４市町（大崎市、栗原
市、色麻町、加美町）で構成。事務局は県地域振興
。 、 。課内 協議会への平成18年度県負担金は 500千円
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【基本的施策⑥：食文化の継承のための活動への支援等】
（産業経済部：５事業）

決算額
事業名 事業実施概要 担当課（当初予算）

地域の実情に応じた食育の事業を展開することによ食育実践地域活
り、食に関する正しい知識の習得等を図った。動支援事業
〔県事業〕
①地域における勉強会・研修会等を通じて、食育の
推進活動に取り組む食育推進ボランティアの育成
・活用を進め、地域特産物や伝統的食文化など各

4,202千円 食産業振興課地域の特性を活かした「食育」の実践に対する支
食産業 商業振興課)援を行った。 （ ）4,499千円 ( ･

・食育の推進を行う民間の食育推進ボランティアの
募集・任命
・食育推進ボランティアに対する講習会・研修会の
開催やその活動の支援

〔市町村事業〕
①親子料理教室の開催、農産物等の栽培・収穫の
体験等の支援
②学校給食への地場産品の提供や地産地消フェア・
地域朝市夕市交流会の開催等の支援【再掲】

みやぎまるごと 県産の農林水産品、畜産品、食品加工品、民工芸品
フェスティバル 等を展示、即売し、県産品の消費拡大を図るととも
開催事業 に、消費者との交流を通じ、農林水産業、食品製造

業、民工芸品製造業等への理解を深めてもらった。 9,000千円 食産業振興課
・市町村特産品、伝統的工芸品の展示即売 9,000千円 ( ･ )（ ） 食産業 商業振興課
・生鮮野菜、海産物、新米、畜産物などの販売
・農産加工者団体の手作り加工品の展示販売
・一番町四丁目商店の出店、販売

「 」米消費拡大対策 米の消費拡大及び米を中心とした 日本型食生活
事業費 の普及・推進を図るため、次の事業を実施した。

①宮城県米消費拡大推進連絡協議会を開催し、構
成団体代表等から米消費に関する意見を聴取し 1,700千円 農産園芸環境課
た （５月２６日） 1,700千円 （農産園芸課）。 （ ）
②生産団体等と共同で集客型催事「みやぎ米まつ
り」の開催や「親子で考えるごはん教室 「み」、
やぎのお米と食材でつくる料理教室」等を開催

【再掲】 した。

食育推進のため 人の食習慣は若年時からの食体験に大きく影響され
、 、の製品開発及び ることから 学校給食等において地域食材を利用し

ブランド化構成 その食材に関するあらゆる情報を付加し提供するこ
要素の調査研究 とにより、若年層からの地域水産物への理解を促す

とともに、伝統的食文化の継承を図りつつ、将来的
購買層の獲得に結びつけることを目的として、本年 895千円 水産加工研究所
度は下記の項目について調査検討した。 （895千円）
・給食用食材としての素材、形状、加工度、流通
形態等の把握
・学校給食における食育推進の問題点の把握
・地域水産物及び伝統調理法の選択及び掘り起し
・地域水産物及び伝統調理法における問題点の把

再掲 握及び改善の検討【 】

登米の食育「学 登米地域の食文化の保存（継承）や食に関する体
、 、びゲーション」 験学習 地産地消に地域ぐるみで横断的に取り組み

推進事業 健康で安心できる食生活の実践と生産者と消費者が
食で繋がる地域づくりを目指す。 1,500千円 登米地方振興事（ ）
１ 食育推進実行委員会の取り組み事業 務所地方振興部
①食育実行委員会の運営
②登米地域「食育フェア」の開催等
③地域食育推進研修会の開催

再掲 ２ 田んぼの学校企画実践・支援【 】
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【基本的施策⑦： 】食品の安全性､栄養その他の食生活に関する調査､研究､情報の提供及び国際交流の推進
（産業経済部：９事業 環境生活部：１事業 保健福祉部：２事業）

決算額
事業名 事業実施概要 担当課（当初予算）

食品リサイクル 食品関連事業者や資源再生事業者、各市町村等が
支援事業 連携を取りながら、食品廃棄物の再生利用を促進す

るため、関係者を対象として、法制度及び再生利用
に関する技術等について普及啓発を行い、循環型社 109千円 食産業振興課
会構築に向けた動きを促進した。 1,166千円 ( ･ )（ ） 食産業 商業振興課
①食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律
(食品リサイクル法)普及啓蒙事業

再掲 ・食品リサイクルシンポジウムの開催【 】

地域特産品認証 消費者ニーズの多様化・高度化に対応し、県内で
事業 生産された良質な農林水産物を主原料とした地域特

産品について公的な認証を行うことにより、消費者
の信頼を高め、正確で分かりやすい食品情報の提供
に努め、差別化商品の創出による農林水産業及び食 847千円 食産業振興課
品産業の振興を図った。 （984千円） ( ･ )食産業 商業振興課
・地域特産品基準策定
新たな地域特産品の認証基準策定
認証基準に適合した食品の認証

・認証品の普及
認証制度の普及、啓発資料の作成・配布、認
証食品フェアの開催

【再掲】 流通している特別表示食品の実態調査

畜産物消費拡大 県産畜産物についての正しい知識の普及を図りな
事業 がら、生産から流通までの流通体制の強化と消費者

が求める安全でおいしい畜産品の消費拡大を総合的
に推進し、より戦略的で効果的な消費拡大・銘柄確 4,985千円 食産業振興課
立を図った。 4,986千円 ( ･ )（ ） 食産業 商業振興課
・飲用牛乳消費拡大対策事業
牛乳乳製品に対する正しい知識・情報を提供
し、県産牛乳の飲用促進を図り食生活における
牛乳消費の安定拡大に対する活動を支援。

山の幸振興総合 需要拡大推進事業：特用林産物を通じ、生産者と
対策事業 消費者の交流を促進するためのイベント等の開催・ 2,658千円

参加及び生産物の品質向上を目的とした品評会を開
催した。 （山の幸振興 農産園芸環境課
＜主催事業＞ 総合対策事業 （農産園芸課）
①第39回宮城県乾椎茸品評会 全体事業費
②きのこ栽培講座 2,755千円）
③特用林産物普及ｲﾍﾞﾝﾄ参加(数回)

再掲 ④きのこ料理講習会【 】

米ビジネス推進 消費者の米に関する購買動向や実需者の需要動 11,447千円
（ ）事業（米情報ネ 向、米の生産情報やお米を使った料理レシピ等の情 12,404千円

ット整備事業） 報の発信を行う「みやぎ米情報ネット」の運営を補 （米ビジネス 農産園芸環境課
助し、情報の迅速な提供が図られた。 推進事業全体 （農産園芸課）

事業費30,729
千円）

機能性食品等開 生活者の健康増進、ＱＯＬ向上をキーワードに、
発普及支援事業 食材の機能成分を活用した疾病予防食品（糖尿病予

） （ ） 、防食品 ・介護食品 嚥下食 の開発普及を支援し
他県に先駆けて新たな食品分野の確立を目指す。
①抗糖化食品開発支援
東北大学農学部の研究シーズ（糖化リン脂質の
定量法）を活用し、大学と連携し食材の脂質成分 1,970千円 新産業振興課

（ ）の探求、機能性評価法の確立等の研究を行うとと 2,000千円
もに、関連企業との糖尿病予防食品等開発研究会
を開催し技術移転を図った。
②嚥下食品開発・普及支援
介護現場のニーズに応じた製品開発・普及展開
を図るため医療福祉関係者、製品開発企業等によ
る嚥下食普及連携会議を開催し新製品開発に向け
た試作品の検討や事業化のための普及戦略の構築

再掲 を推進した。【 】
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食育推進のため 人の食習慣は若年時からの食体験に大きく影響され
、 、の製品開発及び ることから 学校給食等において地域食材を利用し

ブランド化構成 その食材に関するあらゆる情報を付加し提供するこ
要素の調査研究 とにより、若年層からの地域水産物への理解を促す

とともに、伝統的食文化の継承を図りつつ、将来的
購買層の獲得に結びつけることを目的として、本年 895千円 水産加工研究所
度は下記の項目について調査検討した。 （895千円）
・給食用食材としての素材、形状、加工度、流通
形態等の把握
・学校給食における食育推進の問題点の把握
・地域水産物及び伝統調理法の選択及び掘り起し
・地域水産物及び伝統調理法における問題点の把

再掲 握及び改善の検討【 】

大崎地域の地産 大崎地域の農林畜産物及びその加工品について、
地消推進事業 毎月１回第4木曜日に合同庁舎１階ロビーでパネル 非予算的手法 大崎地方振興事

等により展示紹介するとともに、即売会を開催し、 務所
再掲 地産地消に役立てた。【 】

県産食材を用い 資源豊かな県産食材を活用し、栄養機能性や適切 産業技術総合セ
た高齢者向け食 な食品物性を付与した高齢者向け食品、特に咀嚼・ 2,138千円 ンター食品バイ
品の開発 嚥下困難者用食品を開発した。 1,986千円 オ技術部（ ）

・県内農産物を用いた高齢者向け食品の開発
再掲 ・魚肉を用いた高齢者向け食品の開発 水産加工研究所【 】

みやぎ食の安全 「安全で安心できる食」の実現を目指し、食の安全
安心県民総参加 安心確保対策が、持続的かつ着実に図られるよう消
運動 費者、生産者、事業者、行政の協働した取組として

｢みやぎ食の安全安心県民総参加運動｣を推進した。
(1) 食の安全安心消費者モニター制度事業
食の安全安心について関心がある者を消費者ﾓﾆ
ﾀｰとして登録した（平成18年度末現在426人 。）

。研修会(3回)及びｱﾝｹｰﾄ調査(4回)等を実施した
(2) 食の安全安心取組宣言事業 7,571千円 食と暮らし安全
事業者、生産者自らによる取組宣言の推進を図 8,313千円 推進課（ ）
った(平成18年度末現在2、670事業者、65、721生
産 者)
宣言者に係る自主検査の実施を支援した。

(3) 食の安全安心総合情報提供事業
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞにおいて、食の安全安心取組宣言者の
取組状況など、食の安全安心に関する情報提供を
行った。
(4) 食の安全安心相互交流理解度アップ事業
県、市町村、関係機関、消費者、生産者等によ

再掲 る地方懇談会（６回）を開催した。【 】

地域栄養管理対 県民が健康的な食生活を送ることができるよう「健
策事業 康づくりサポート・おもてなしの店」の普及や食品 1,221千円 健康推進課

表示の適正化指導など食環境の整備を行い 併せて 1,351千円 （健康対策課）、 、（ ）
専門的栄養指導、食生活改善推進員の育成、市町村

再掲 への技術支援等を行った。【 】

宮城県民健康・ みやぎ２１健康プラン（県健康増進計画）の策定
栄養調査 等、健康づくり・栄養施策の基礎資料とするため、 8,500千円 健康推進課

県民の健康・栄養状況及び食生活等現状の把握を行 8,500千円 （健康対策課）（ ）
った。
・対象 2,956人
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